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はじめに
　中国において義務教育制度改革が本格化したのは第１０次５カ年計画期
（２００１～２００５年）に入ってからであった。２００１年５月に公布された「基礎教
育の改革と発展に関する決定」では、“両基”（９年制義務教育の基本的普及
と青壮年層非識字者を基本的に一掃すること）の実現と同時に、農村におけ
る義務教育管理体制の改革が重要な目標として挙げられている。
　農村義務教育の管理体制については、その管理主体を基層行政単位である
郷鎮政府から県政府へと引き上げることや政府が貧困救済対策を実施してい
る県においては、学校側が小中学生から徴収する経費を“一費制”（定めら
れた標準額のみを徴収し、それ以外の経費の徴収を禁止する制度）とするな
どの新しい方針が示された。更に２００３年９月には“一費制”対象県では“両
免一補”（学費・雑費と教科書代を免除し、寄宿生活費を補助する）政策が
追加されている。これにより財政の逼迫していた郷鎮政府の財政負担や農村
家庭の経済的負担はある程度軽減されたが、歴史的に形成されてきた都市・
農村間の教育資源配分における不均衡までが是正されたわけではなかった。
　農村地域では、急速な制度改革の結果、運営経費不足から学校債務の増加
が顕在化するとともに、学齢人口の減少や「税費改革」（農家の税金と経費
－２０１－
負担軽減を目的とした改革）に伴う学校の統廃合によって、遠距離通学や小
中学生レベルでの寄宿生活などが新しい社会問題として注目され今日に至っ
ている。
　農村義務教育が直面する改革の推進と経費（運営資金）不足といった問題
に対応するため、２００６年からは農村における教育制度改革を経費面から支援
する政策が始まった。２００５年１２月に公布された「農村義務教育経費保障制度
に関する通知」では、中央政府や省政府の財政負担によって“両免一補”政
策の対象を段階的に全農村地区に拡大することや農村義務教育における公用
経費（学校の通常的運営に必要な教育設備費、光熱費など）の補助水準を引
き上げることなどが提起されている。
　ここで特徴的なことは、２００５年までの改革と異なって義務教育に必要な経
費の支出において限定的ながら中央政府の負担割合が明示されたことである。
徴収する教育経費の標準化などによって農村家庭の経済的負担を軽減するこ
とを重要目標とした２００５年までの改革を農村義務教育改革における第１段階
とすれば、中央政府による移転支出（地方交付税）によって学費・雑費の無
料化を推進しようとする２００６年以降のそれは、中国の義務教育改革が新しい
段階に入ったことを意味するものであろう。
　しかし、この段階に至っても義務教育改革に関する長期目標（２０１０年１月
の教育部の通達）は、２０２０年までに区域内（各県間）における義務教育の均
衡化を基本的に実施することにあり、現在社会問題化している教育資源配分
における都市・農村間の不均衡を是正するための日程が示されているわけで
はない。
　本稿では、上述のような教育制度改革の推移と問題点を（１）農村義務教
育制度改革の背景、（２）農村義務教育における制度改革と課題という構成で
紹介することとしたい。
－２０２－
第１章　農村義務教育制度改革の背景
　中国農村における義務教育制度改革は、２００１年以降管理制度の改革を中心
に急速な展開を見せて今日に至っている。改革を進めざるを得なかった要因
の１つとして、都市化率の上昇と農村人口の減少や１９７９年から実施された計
画生育（産児制限）政策の影響による学齢人口増加率の低下などの人口変動
への対応があげられる。
　中国の農村と都市における人口比率は長い間、８：２と称されてきた。し
かし、都市化率の上昇と農村労働力の都市への流入・定住によって、１９９０年
後半から都市人口構成比（都市化率）が急上昇した半面、農村人口は１９９５年
の８億５，９４７万人をピークに減少し始め、総人口に占める割合も２０１１年には
４８．７％と遂に５０％を切る水準まで低下している（表－１参照）。
　この章では、農村人口の変動といった要因を踏まえつつ、都市・農村にお
ける教育資源配分の不均衡問題と税費改革の農村義務教育への影響を中心に
改革の背景をみることとしたい。
　このような農村（県および県レベルの市・区以下の行政単位）における絶
対人口の減少とそれに伴う学齢人口の減少は、確かに中国農村における義務
教育制度改革を促す一要因であった。しかし、２００１年から本格化した教育制
度改革のより直接的な要因として挙げられるのは、歴史的に形成されてきた
都市・農村二元構成社会における教育資源配分の不均衡、即ち義務教育段階
－２０３－
表－１　都市・農村の人口構成の推移　　　　　　　　　（単位：万人、％）
２０１１２０１０２００５２０００１９９５１９９０１９８０
６９，０７９
５１．３
６６，９７８
４９．９
５６，２１２
４３．０
４５，９０６
３６．２
３５，１７４
２９．０
３０，１９５
２６．４
１９，１４０
１９．４
都市人口
（構成比）
６５，６５６
４８．７
６７，１１３
５０．１
７４，５４４
５７．０
８０，８３７
６３．８
８５，９４７
７１．０
８４，１３８
７３．６
７９，５６５
８０．６
農村人口
（構成比）
１３４，７３５１３４，０９１１３０，７５６１２６，７４３１２１，１２１１１４，３３３９８，７０５総人口
（出所）国家統計局編『中国統計摘要２０１２』４１～４２頁より作成。
における都市・農村の格差の拡大であり、もう１つは２０００年から開始された
「税費改革」（農村における税金と徴収経費に関する改革）による農村義務
教育の主管単位であった郷鎮政府の財政収入不足であろう。
第１節　二元構造社会と農村義務教育
１．二元構造社会の形成とその背景
　２０００年における農村住民と都市住民の所得（年収）の差は１：２．７８であっ
たが、２００２年にはその格差は１：３．２１へと拡大している。このような状況を
踏まえて、２００２年１１月の共産党第１６回全国代表大会では、“統籌城郷発展”
（都市・農村の統一的発展）が党の重要な政策課題とし提起されたものの、
その後も農民所得が都市住民の３分の１以下という状況は改められていない。
　２００４年以降、中国共産党と国務院が年初に出す「１号文件」（その年の重
要な政策課題に関する通達）の主題はすべて農村政策に関するものであり、
年毎にテーマは異なるもののその最終目標は農民所得の向上と“都市・農村
の協調的発展”であった［１］。このような状況を逆の視点からみれば、中国に
おける都市と農村社会の二元構造はそれだけ根深くかつ解消の困難なものだ
ということであろう。
　中国におけるこのような都市・農村二元構造は、そのまま義務教育におけ
る都市・農村の格差につながるわけであるが、ここでは先ず、このような二
元構造社会が生み出された歴史的要因について触れ、その後農村義務教育に
おける二元構造の現状を簡単に紹介する。
　２００２年１１月の党第１６回全国代表大会で“都市・農村の統一的発展”政策の
重要性が提起されて以来、中国では“二元構造”を主題とした研究発表が急
増しており、近年では所得や社会サービスにおける二元構造ばかりでなく金
融・税・財政や土地制度における二元構造を主題とするなど、二元構造の分
析も多様化してきている［２］。しかし、二元構造形成の歴史的要因に関して
は、多くの場合戸籍制度に触れているだけである。
－２０４－
　二元構造社会が形成された歴史的要因は多岐にわたるが、その根本的要因
は建国間もない中国が食糧と資金不足の下で急速な重工業化政策を推進した
ことに求められよう。重工業化路線を維持するため、１９５０年代には次の３つ
の政策が実施されている。即ち、①都市労働者へ安定的に安価な食糧を供給
すること、②都市における食糧不足と過剰労働力に対応するため、農村労働
力の都市への流入を規制すること、③工業化の資金を農村から調達すること
であった。
　都市労働者への食糧供給を目的として、１９５３年には食糧の統一買付・販売
（「統購統銷」）が制度化されている［３］。この制度の実施を確実にするため、
１９５５年には都市と農村を区分するための「城郷画分標準規定」と市や町への
食糧の安定供給を目的とした「市鎮糧食供応暫行弁法」が公布され、食糧の
配給制度を通じて行政的にも都市と農村の区分が確定されることとなった。
　食糧配給制度は、農村と都市を区分すると同時に、食糧配給切符（「糧票」）
を受給できない農村労働力の都市への流入を抑制する役目も果たすことと
なったが、これを法的に確定したのが１９５８年に公布された「戸口登記条例」
（戸籍登記条例）であった。５３年の「城郷画分標準規定」によって農村人口
と都市人口に区分された住民は、この戸口登記条例によって戸籍上も「農業
戸口」（農村戸籍）と「非農業戸口」（都市戸籍）に区分されることとなった。
　この戸口条例自体には農業戸籍人口の都市への流入を直接規制する条文は
ないが、１０条では「公民が農村から都市へと移転する場合、都市労働部門の
採用証明書、学校合格証あるいは都市戸口登記機関による転入許可証をもっ
て常住登記機関に転出の申請手続きをしなければならない」と規定しており、
実質的に農業戸籍人口の都市への流入が抑制されるようになっている。問題
は、現在では中国以外には朝鮮民主主義人民共和国とべナンにしか残ってい
ないといわれるこの二元管理的な戸籍制度に対応した形で医療、社会保障、
義務教育、住宅などすべての公共サービスも二元構造となり現在に至ったこ
とである［４］。
－２０５－
　二元構造社会形成の第３の要因として挙げられるのは公定価格制度下にお
ける価格シェ―レ（「剪刀差」）と称されるメカニズムである。農産品価格を
工業製品価格に比較して相対的に低く設定し、農産品と工業製品の交換を通
じて本来農村に蓄積されるべき富を都市へと移転するメカニズムであるが、
これを可能にしたのが農村を一括管理する人民公社制度であり、前述の食糧
の統一買付・販売制度であった。このメカニズムにより、１９５０～７８年の間に
農村から都市へ４，５００億元、年平均１５５億元の資金が移転されたと推計されて
いる［５］。この制度は農産物価格が自由化される１９９０年代前半まで続き１９９０
～９３年のみで３，９６６億元が移転されたと推計されている［６］。
　工業化（都市）優先のこのようなシステムが都市戸籍者への公共サービス
を相対的に手厚くし、財政基盤の弱い農村との間の格差を拡大してきたので
ある。２０００年代入って、農村でも医療、社会保障や本論の主題である義務教
育制度などにおいて“都市・農村の一体的発展”をスローガンに様々な改革
が進められているが、２０１２年の現在に至っても所得格差は勿論、公共サービ
スにおいても農村と都市の格差は依然として残ったままである［７］。
２．義務教育における二元構造
　都市・農村の二元構造社会形成の背景は上述のとおりであるが、それが固
定化されて今日に至った最大の要因は、都市・農村の財政力の格差、即ち、
中央財政の農村への投入が都市に比較し大幅に少なかったためであろう。以
下では改革が本格化する以前における農村義務教育の都市との格差を紹介す
るが、まず注目すべきは小中学生１人当りの教育経費投入の差であろう。
 
－２０６－
　全国レベルでの９年制義務教育の普及、いわゆる“普九”を目標とした
「基礎教育改革に関する決定」が通達されたのは２００１年５月であった。その
２００１年における小中学生１人当りの教育経費を都市・農村別に見てみると、
－２０７－
表－２　都市・農村小中学生１人当りの教育経費（２００１年）　（単位：元、％）
中学生小学生
農村（対都市比率）都市農村（対都市比率）都市
１，０１４（５１．９）１，９５５７９８（５３．８）１，４８４総教育経費
６６７（５９．６）１，１２０５５８（５８．６）９５３財政予算内経費
４５（３０．８）１４６２８（２９．５）９５　　〃　　公用経費
（注）金額は全国平均値。財政予算内経費とは総経費から事業収入や寄付金収入から
の経費支出を除外したもの。財政予算公用経費とは主に学校の通常的運営に必
要な経費（光熱費、教育設備費、教員研修費など）で、教員の給与・社会保障
や学校建設費などは含まれない。
（出所）劉祖華「従消極差別化到積極差別化」『調研世界』２００８年第４期、２０頁より作
成。
表－３　西部地区小中学生１人当り教育経費の推移（単位：元、％）
２００６２００５２００４２００３２００２２００１２０００１９９８
１９４１１７３７１５６３１１１３１２３０１０７７８６２６４３Ａ都市小
学
生
１９１３１５７２１２７６１０４０９７５８０１６０３４８６Ｂ農村
９８．３９０．５８１．６９３．４７９．３７４．４７０．０７５．６Ｂ／Ａ
２２６８２０４２１７７３１５３９１４９２１３６６１１１５１１３１Ａ都市中
学
生
２２６８２３９０１５６２１２０３１２３７９９７８０１７１５Ｂ農村
１００１１７．８８８．１７８．２８２．９７３．０７１．８６３．２Ｂ／Ａ
（注）都市小中学生の１人当り経費はその年の標準額であり、農村小中学生の経費は、
実際の経費総額を在校生数で除した額。②西部地区には内モンゴル、広西、重
慶、四川、貴州、雲南、チベット、陜西、甘粛、青海、寧夏および新彊の１２省
・自治区が含まれる。
（出所）張麗華、汪沖、楊樹『西部農村義務教育投入保障制度研究』経済科学出版社、
２００９年、８２頁より作成。
財政収入に寄付金や教育事業収入を加えた年間の教育経費額では、小学生の
場合、農村のそれは７９８元で都市の５３．８％と低い。また財政支出から負担さ
れる学校の通常の運営費である公用経費は２８元で都市の１人当り経費の
２９．５％に過ぎない（表－２参照）。このような状況は中学生においてもほぼ
同じであり、農村中学生の教育経費は、都市の中学生に比較し、財政予算内
経費で６０％弱、公用経費に至っては３０％前後と少ない。
　しかし、２０００年代初期から政府の重点的貧困救済対象地区に指定される県
（農村）の多かった西部地区の場合、都市と農村における教育経費投入の格
差は全国平均ほど大きくなく、義務教育改革が本格化した２００１年の農村小中
学生１人当り教育経費は都市小中学生平均の７３～７４％であり、改革の進展に
伴って都市と農村の格差が縮小され、後述する義務教育経費保障改革が始
まった２００６年には義務教育段階における経費面での都市・農村の格差はほと
んど解消されている（表－３参照）。但し、西部地区の場合は家庭の所得水
準が全国水準よりかなり低いため、公的な教育経費の投入額は増えてもそれ
が必ずしも教育環境の安定化を意味しない。現在でも家庭の貧困や遠距離通
学などの要因で他地区より不登校率は高いままである。
　義務教育における都市と農村の格差の根本は上述のように投入される教育
経費の差によるものであるが、教育経費における格差は、教員の資質、クラ
ス構成から教育設備や校舎の安全性にまで影響を及ぼすことになる。義務教
育制度に関する改革が始まった２００１年における中学校の教員の教員試験合格
率をみると、都市の９２．３％に対し農村の場合は８４．７％と低い。また４年制大
学卒業者の比率では都市の２３．５％に対して農村のそれは９．４％にとどまって
いる［８］。また農村では学童１人当り教員の数も限定されているため、英語、
コンピューター、美術、音楽、体育など専門科目の教員不足も指摘されてい
る［９］。
　都市と農村では教学施設面での格差も大きい。１９９９年における危険（老朽）
校舎の割合をみると、都市の場合小学校１９．３％、中学校６．８％であったが、農
－２０８－
村ではそれぞれ８０．８％、５１．７％と高い数値が報告されている［１０］。
第２節　税費改革と農村義務教育
１．“三乱”と過重な農民負担
　“三乱”とは３つの違法、即ち違法な経費の割当・徴収と罰金の徴収のこ
とであり、農民が本来負担すべき経費以外の各種名目での経費の割当・徴収
の総称である。中国でのこの“三乱”に対する農民の反撥がしばしば歴代政
権の交代劇を生み出したとされるが、１９９０年代においても、中国の農村では
徴収される経費の名目こそ変われ、“三乱”が横行していたのである。
　１９９１年１２月には農民負担の軽減を目的に「農民が負担すべき費用と役務管
理条例」（以下「管理条例」）が通達され、税金と農産物の売り渡し任務を除
いた農民が負担すべき経費（原文は費用）と役務が明示され、それ以外の経
費の割当・徴収が禁止されている（経費の内容は表－４参照）。しかし、９０
－２０９－
表－４　農民が負担すべき経費（１９９１年１２月現在）
徴収項目徴収単位
公積金（共同積立金）、公益金（福利厚生資金）
および管理費の３項目の留保金（「三提」）
（１）村（村民委員会）
郷村の教育費、計画生育費、福利費
民兵訓練費および道路修理などの公的サービス事業
用経費の５項目の統一徴収費（「五統」）
（２）郷鎮政府
（注）①３項目の留保金（「提留」）は「三提」、５項目の統一徴収費（「統籌費」）は
「五統」と略称され、併せて「三提五統」と称される。これら経費の徴収率
は前年度の農民純収入（収入からコストを控除したもの）の５％を超えては
ならないと規定されている。
②これら経費以外にも農村義務労働（植林、公路建設、校舎の修改築の役務、
年間５～１０日）および労働蓄積（農田基本建設などの役務同１０～２０日）が義
務付けられている。
（出所）「農民承担費用和労務管理条例」（１９９１年１２月公布）より作成。
年代後半においても農民の間では“頭税軽”、二税重、三・四税無底“（農業
税は軽いが、二税、即ち国家による食糧買付価格と市場価格の差は大きく、
三・四税、即ち経費に至っては底がない）といった戯言が流布していたと報
じられている［１１］。
　国家統計局が１９９９年に１万８，６８５戸の農家を対象に調査した結果では、半
数以上の農家が税費の過重負担を認めている。過重負担の内容としては、教
育経費、小中学校への入学金、計画生育審査費（婚前検査費など）などの
“三乱”以外にも“隠性負担”（農産物買付価格を低く抑え農家の実質的な
負担を重くする）や“以資代労”（役務の代わりに現金を徴収する）などの
不正行為が報告されている。その他郷村幹部による農民収入に関する虚偽の
申告などが頻発しているという。これは郷村幹部が赴任時には農民収入を低
く申告（「縮水」）し、“政績”（行政成績）を上げるために在任中は水増しし
て申告（「水分」）するといった具合に統計を操作する方法であり、「水分」
を含んだ統計で税費を徴収される農民の負担はそれだけ過重なものとな
る［１２］。
　地方行政責任者などによるこのような“三乱”と称される行為は、彼らが
“政績”にこだわるという要因もあるが、根底にあるのは基礎行政単位であ
る郷鎮財政の赤字であろう。１９９９年には約２万８，０００の県の４６％、約４万
５，０００の郷鎮の５２％が深刻な財政赤字を抱えていたといわれる［１３］。
　１９９０年代になって増加した地方行政単位の財政赤字は、９４年から実施され
た分税制が一因となっている。分税制とは税種を国税と地方税あるいは共通
税に分類し、中央と地方政府が一定の比率で税収を分配する制度である。中
央政府による財政政策を強化する目的で実施されたこの制度により、中央と
地方政府の財政収入の割合は、１９９３年の２２．０：７８．０から９４年には５５．７：４４．３
へと大きく変化している。地方政府への配分率は下層行政単位ほど低下し、
それが県や郷鎮財政を圧迫することとなったが、基層行政単位であり、かつ
農村教育の主管単位であった郷鎮政府の財政収支により直接的な衝撃を与え
－２１０－
たのは２００１年から本格化した税費改革であった。
２．税費改革の意義と概要
　１９９０年代末になると農政に対する中国政府の認識が大きく変化し、農村政
策を単に生産構造調整という方向からのみ見るのではなく、「三農問題」（農
業、農村、農民問題）として多角的かつ総合的に捉えるようになってきてい
る。この変化の要因として第１に挙げられるのは上述のような都市と農村の
格差であり、第２は WTO への加盟である。都市住民と農村住民の所得格差
は農政重視にも拘らず２００１年には２．８９：１まで拡大しており、農村には医療、
社会保障、教育、インフラ整備などにおける都市との格差への不満が充満し
ていたといわれる。不満の内容は、都市の教育は国家負担、農村は農民の収
める教育付加税［１４］と教育経費割当金を財源とした郷村財政であり、都市住
民には養老、医療、最低生活保障、失業救済まで国家の補助があるが、農村
では生老病死に何らの保障もない、といったものであったと報じられてい
る［１５］。
　中国は２００１年１２月に WTO に加盟しているが、加盟申請の段階から輸入関
税率の引下げや低い関税率で一定量の輸入を義務付けられる関税割当品目
（小麦、トウモロコシなど６品目）の輸入増加による農業への影響が懸念さ
れていた。国家発展・改革委員会からは農村では２，５００万人前後の雇用が失
われるとの予測が出るほどであった［１６］。
　「三農問題」を農政の最重要課題とするなど、中国政府の農村への意識は
大きく変化したものの、農民所得の向上や都市との格差の是正は容易に成果
の表れるものではなかった。そのような状況下で提起されたのが農民負担を
軽減することを目的とした税費改革であった。
　２０００年３月には「農村税費の試点工作に関する通達」（以下「税費改革通
達」）が公布されている。これは安徽省など一部地方の試点（実験区域）で
すでに実施されていた改革を追認し、規範化したものであった。この「税費
－２１１－
改革通達」には税費改革の概要ばかりでなく、当時の農村について次のよう
な記述もある。それは「地方政府や関連部門に関する各種の経費や罰金の徴
収、経費の割当などが巨額になっている。また農民収入に関する虚偽の報告
も多く、基準以上の“三提五統”が徴収され、役務に代わる現金徴収が強制
されている・・・」といった内容であるが、ここからは１９９１年１２月に「農民
が負担すべき費用と役務管理条例」が公布された後も“三乱”がまったく治
まっていなかったことが読み取れる。
　農村におけるこのような状況に対応するため、「税費改革通達」では以下
のような改革の方針が示されている。
　①郷鎮政府の事務管理費、公共・公益事業費、教育費などの財源であった
郷統一徴収費（五統）を廃止し、農業税に一本化する。農業税率は最高７％
（１９９８年までの５カ年間の平均収益が基本）までとする。郷村レベルでの９
年制義務教育、計画生育、福利、民兵訓練などの経費は各レベルの政府財政
予算で賄う。
　②村の管理費、公益事業費などの財源であった留保金（「三提」）は、新農
業税の付加税（正税の２０％）と農業特産税（タバコ、水産品、毛皮など）の
付加税（１０～２０％）で賄う。
　③役務を廃止し、公益・公共事業は“一事一議”（１つの事業ごとに役務
の割当などを村民委員会で決議）とする。
　農民が負担すべきものは、農業税と農業特産税のみとなり、２００１年３月に
は農業税と農業付加税も合計で８．４％（農業税７％と同税の２０％）を超えな
い旨の通達が出されている。農村税費改革の対象地域は２００２年には２０省（直
轄市、自治区）にまで拡大し、２００４年までには村の留保金の源資であった農
業付加税も廃止され、安徽省のみで農民負担は６億元ほど軽減され［１７］、２００４
年だけで全国レベルで４５０億元、農民１人当り年間５０元の税費負担が軽減さ
れることになったと報じられている［１８］。
　２００４年までには農業特産税ばかりでなく農業税をも廃止する省が続出し、
－２１２－
結局２００６年１月１日には中国の農村で２０００年以上も続いたといわれる農業税
そのものが正式に廃止されている。農業税の全廃によって、２００６年における
農民１人当り税費の負担額は１９９９年比１４０元軽減されたという［１９］。
３．税費改革の地方財政・農村義務教育への影響
　１９９４年から実施された分税制によって地方政府の財政状況はかなり厳しく
なっていたが、２０００年から始まった税費改革は、農村義務教育の主管単位で
ある郷鎮政府の財政収入の削減を伴うものであったため、その影響は極めて
大きかったといえよう。
　２０００年における農村義務教育経費の負担割合は、中央政府２％、省レベル
の政府１１％、県政府９％で、残りの７８％は郷鎮政府が担っていたのである［２０］、
にも拘らず、税費改革によって郷鎮政府の重要な財源であった郷統一徴収費
が廃止され、同時に農村教育事業付加および教育集費（割当金）も廃止とな
り、更に農業税をはじめとする農業関連税も段階的に廃止されたのである。
　税費改革を始めるにあたって、中央政府は地方交付税（原文は「転移支
出」）を準備し、２０００～２００６年には累計で２，６４３億元を準備し、税費改革の進
展に伴う郷鎮政府の財政不足を中央政府８０％、省政府２０％の割合で負担する
こととしていたといわれるが、陜西省蒲城県のように地方交付税が全く配分
されなかった県もあり［２１］、税費改革の初期には相当の混乱があったようで
ある。
　もっとも、これらの地方交付税が計画通り配分されたとしても、その絶対
額からして郷鎮政府の不足分を十分に補えたかは疑問である。郷鎮財政赤字
は２００４年度のみで４５０億元と推計されており、７年間に２，６４３億元の地方交付
税では十分といえないし、上級の省や県政府の財政に欠損がある場合などは、
往々にして地方交付税は基層行政単位まで届かないことになる。
　また地方交付税を交付する場合、郷鎮政府レベルにおける行政機構の簡素
化、人員の削減、小中学校の統廃合などの条件を満たすことが前提となって
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おり、額面どおり交付税が配布されるとは限らない。
　税費改革で廃止となった農業関連税や郷統一徴収費が郷鎮財政に占める割
合は、郷鎮の立地条件、即ち大都市近郊とか企業の多少などでかなり異なっ
てくる。安徽省の寧国市（県級市）梅村鎮の場合（表－５参照）、主要財源
である郷統一徴収費と農業税などは２０００年には１１６万元あり、財政収入の
３９．２％を占めていた。しかし、税費改革が本格化するにつれてこれらの財源
からの収入は大幅に減少し、２００４年には僅か４８万元にまで低下している。こ
のような状況にも拘らず、梅村鎮の財政収入そのものは２０００年の２９７万元か
ら２００４年には６６９万元へと大幅に増加している。これは２００１年から若干では
あるが税費改革対策としての地方交付税が配分され始めたことによる。２００４
年の交付額は３７８万元と財政収入の５６．５％を占めている。梅村鎮の場合は、
伝統的な財源であった郷統一徴収費や農業税以外にも企業や個人からの税収
（企業税、増値税、企業・個人所得税、耕地占用税、資源税など）で、財政
収入の４割程度が賄えているわけであるが、企業などの少ない山間地域の県
の場合、地方交付税への依存度はより高くならざるを得ないことになる。
　省全体としては比較的経済水準の高い江蘇省の例を見ると、同じ省内でも
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表－５　郷鎮政府の財政収入に占める税費の割合（安徽省寧国市梅村鎮の例）
（単位：万元）
２００４２００３２００２２００１２０００
４８．１８５．０２０６．８１０６．８８２．４Ａ　農業４税
０００３３．９３４．２Ｂ　郷統一徴収費
４８．１８５．０１０６．８１４０．７１１６．６　　　（Ａ＋Ｂ）
６６９．２５３１．９２１２．１４４７．８２９７．２Ｃ　財政収入合計
７．２１５．９５０．４３１．４３９．２　　　Ａ＋Ｂ／Ｃ
（注）農業４税とは農業税、農業特産税およびそれらの付加税と屠殺税のこと、財政
収入には地方交付税が含まれる。
（出所）韓俊編『調査中国農村』中国発展出版社、２００９年、３１３頁より作成。
より経済的に発展している蘇南と比較的経済水準の低い蘇北では税費改革の
影響も異なる。税費改革前の２０００年と開始後の２００１年の教育経費（地方交付
税は除く）の伸び率をみると、蘇北の２８．７％に対し蘇南は３４．４％と高い。伝
統的な財源が減少しても蘇南では企業が多いため財政収入の減少が補えたと
いうことである［２２］。
　義務教育の基層管理単位である郷鎮財政の負担する教育経費は、地方交付
税や税収などの増加によって税費改革前の水準は保てるとしても、小中学生
１人当りの必要経費は年々増加しているわけであり、家計負担は年々重く
なっているのが現状である。表－６に示したとおり、江蘇省など６省の農村
では税費改革前に比較し改革後の家計負担（小中学生１人当り平均の教育費
負担）は大幅に増加している。税費改革で減少した教育経費の補填は当然の
こととして、中央・省政府に求められるのは、違法な教育経費徴収の規制と
同時に年々増加する家計負担を軽減できる水準での教育経費の配分であろう。
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表－６　農村小中学生１人当り平均教育費負担額の変化　（単位：元）
中学生小学生
２００７２００４２０００２００７２００４２０００
３，３４３
９４５
１，２５９
１，７８１
１，７１９
１，２３７
１，９９４
９３３
９６０
１，１４８
１，０５６
１，２４１
１，６７４
７６５
８１９
９９８
７６０
８０２
１，３０３
５８６
３８０
９３６
８８２
３９８
１，１００
５７８
４１２
５０２
３１０
６８３
８１１
４０６
３６６
３８４
２６９
４４２
江蘇
四川
陜西
吉林
河北
福建
（注）教育経費負担額には、小中学生が学校に納入するすべての経費、例えば学費、
雑費、教科書代、補講費、寄宿舎費、食事代、借読費（学習の場を借りている
とされる農民工子の負担する費用）や擇校費（学校を選ぶ費用）などが含まれ
る。
（出所）王蓉編『中国教育財政政策咨詢報告２００５～２０１０』教育科学出版社、２０１１年、
６９頁。
第２章　農村義務教育制度の改革と課題
第１節　管理制度と教育経費に関する改革
１．義務教育管理制度の改革
　分税制に次ぐ税費改革の実施によって、前述のとおり農村義務教育の主管
単位であった郷鎮財政は大きな影響を受けることになった。安徽省の場合、
教育関係の累積債務のみで２００３年末までには２０億３，０００万元に達し、県に
よっては６，０００～７，０００万元の債務を抱える状況となり、この債務を巡って債
権者（個人や企業）と学校・教育行政部門との係争が頻発している。債務者
は１割が村民委員会（村役場）、３割が郷鎮政府で残りの６割は学校（主に
校長）名義であったため、一部建築業者など債権者の過激な行為によって校
門を閉めざるを得ないような事態も生じたという［２３］。
　このような状況に対応して、２００１年５月の「基礎教育の改革と発展に関す
る決定」に始まり、義務教育、特に農村義務教育の管理体制の改革に関する
通達が相次いで出されている。主要な通達とその趣旨は以下のとおりである。
（１）「基礎教育の改革と発展に関する決定」（２００１年５月）
　①第１０次５カ年計画期（２００１～２００５年）において、中学進学率を９０％に、
高校入学率を６０％前後に、青壮年の識字率を９５％以上に引上げる。
　②分級管理体制は県を主体とする。中央政府は予算分配を通じて貧困地区
や少数民族地区を支援し、省政府は統一的な計画作成によって農村義務教育
の発展に資することとする。
　③省は教員資格制度を厳格に運用し、定員と賃金総額を定める。２００１年以
降、農村小中学教員の賃金は県が管理し、郷鎮政府の管理していた教員賃金
は県財政に組み入れ、専用口座を設ける。教員の賃金は銀行から直接教員本
人の個人口座に入れる。
　④農村教育付加（税）［２４］の徴収を継続し、「危房」（老朽校舎）建築資金を
規定に基づいて調達し、農民の義務労働で支援する。税費改革で教育経費の
－２１６－
減少した地区に対しては地方政府が税費改革前を下回らない水準で予算を交
付する。
　⑤“乱収費”を禁止し、“一費制”を実施する。
　⑥流動人口子女（農民工などの子女）は流入地政府が管理主体となり、全
日制公立学校が主となって教育の権利を保障する。
　⑦農村地区の学校は地区の実情に合わせて配置を調整し、小学校は“就近
入学”（近い学校へ入学）とし、中学校は相対的に集中させる。農村の小学
校や教学点［２５］は“就近入学”を前提として適度に統合させ、交通の不便な
地区では教学点を保留し、“輟学”（不登校）を防止する。五・三制義務教育
を実行している地区では２００５年までに六・三制にする。
　この「決定」の主眼は、“両基”目標の達成と税費改革に対応して農村の
義務教育制度を改革することにあった。農村義務教育主管単位の郷鎮政府か
ら県政府への引上げは、８６年公布の「義務教育法」（２００６年改正）で定めら
れた管理体制を変更するもので、農村義務教育制度上の画期的な改革であっ
たといえる。農民工子女の都市公立学校での受け入れ、農村小中学校の統廃
合などは現在でも混乱が続いているが、この時点での方向性の決定は時宜に
かなった措置だったといえよう。
（２）「農村義務教育管理体制に関する通達」（２００２年５月）
　①農村義務教育の分級管理は県を主体とする。県人民政府は義務教育経費
の計画的配分、地方交付税の合理的使用、教員賃金の定時支給、小中学校の
公用経費項目と標準額の確定、老朽校舎改築用専用資金の確保などを統一的
に行う。
　②県は地域の条件に応じて小中学校を再配置し、教員の編成方案を作成す
る。
　③「教師法」（１９９３年１０月）の規定に基づいて、教員の賃金を当該地区の
国家公務員の平均水準を下回らないようにする。中央・省の配付する賃金、
－２１７－
税費改革用などの地方交付税は、教員の賃金保障を最優先する。
　④税費改革を未実行の地方では農村教育付加（税）を徴収し、校舎の建設、
修築を行う。農村小中学校は建築債を発行することはできない。“普九”実
施に関する債務は極力返済すべきである。債権者は教学の秩序を乱すべきで
はない。
　⑤小中学生から徴収する雑費はすべて公用経費とし、教員の賃金などに支
出してはいけない。国家の貧困救済対象県では“一費制”を実行し、“一費
制”実施後における経費の不足分は省政府の定めた経費標準に基づいて地方
交付税として配付する。
　この「通達」は２００１年５月の「決定」を農村義務教育向けに改めたもので
ある。新たに債務問題が追加されているが、ここからは当時この問題が農村
義務教育ではかなり注目すべきテーマとなっていたことが理解できよう。こ
の「通達」に続いて、中卒者の農村および西部地区における職業教育に関す
る通達「職業教育の改革と発展を推進することに関する決定」（２００２年９月）
および「民営教育促進法」（２００２年１２月）が公布され、２００３年４月にはこの
「促進法」の実施細則である「民営教育促進法実施条例」が公布されている。
ここでは外資による教育事業への参入も認められているが、公的支援がない
限り、内外資ともに農村小中学生対象とした民営学校の運営は不可能であろ
う。
（３）「都市就労農民子女の義務教育事業を改善することに関する意見」（２００３
年９月）
　２００１年５月の「改革と発展に関する決定」で示された方針を具体化したも
ので、流入地の政府と公立学校が転入人口の子女の教育に責任を負うことと
同時に、流出地の行政機関も子女の教育に便宜を図るべきであるとし、転校
手続き費用などの徴収を禁じている。
－２１８－
（４）「農村義務教育事業を更に強化することに関する決定」（２００３年９月）
　①西部地区の３７２県では、“両基”任務が未達成、２００７年までに“普九”達
成率を８５％に、青壮年の非識字率を５％以内とする。
　②小中学校校舎と寄宿制中学校の建設を強化し、中学校の募集規模を拡大
する。
　③貧困地区への支援制度を整え、不登校率を引下げる。
　④“三農”問題に貢献できる方向で教学を改革する。小中学校にも実用技
術を主とした科目を設け、卒業生が卒業資格証を修得できるようにする。
　⑤就業を目的とした職業教育を実施し、農村労働力の第２次、第３次産業
への移行に対応できるようにする。
　⑥省は中央政府の交付する小中学校の教員賃金用の資金を流用してはなら
ず、全額を県に交付する。
　⑦省政府は税費改革専用資金から毎年一定額を老朽校舎改築費用として配
分する。
　⑧各県の財政負担能力を均等化させるために、省は貧困県への予算交付額
を増加させ、農村義務教育経費が全額予算化されるようにする。
　⑨２００７年までに、貧困世帯の子女に“両免一補”（学費と教科書代の免除
と寄宿舎料の補助）を実施する。
　⑩県教育部門は都市・農村教員の定期的な交流制度を設けるべきである。
　この「決定」では、不登校率の引下げと職業教育の重要性が強調されてい
るが、その背景にあるのは、農村中学校の不登校率が高いことであろう。中
学生の不登校率は１９９４年以降低下していたが、２００１年には５．７％へと再上昇
していたという［２６］。不登校の最大の基本的要因は“貧困”にあるが、高校進
学率の上昇に伴って、高校受験を目的とした生活実態から掛け離れた高度な
授業内容が多くなったことや学校の統廃合により遠距離通学が増加したこと
などが新たな要因となっているようである。この「決定」で提起されている
実用技術の修得などの職業教育は、中学生の不登校率が下がらないことへの
－２１９－
対策の一環と見ることができよう。
２．農村義務教育経費に関する改革
　農村義務教育における主管単位の郷鎮から県への転換を農村教育改革の第
１段階とすれば、２００６年から本格化した教育経費の保障は改革が第２段階に
入ったことを意味しよう。
　２００５年１２月に公布された「農村教育経費保障制度改革を深化させることに
関する通知」（以下「保障通知」）では、２００３年９月公布の「教育事業に関す
る決定」が目標とした公用経費の標準化や“両免一補”政策について、その
内容が深化されると同時に以下のように実施スケジュールも明示されている。
　（１）経費の保障内容：農村義務教育における学費・雑費を全面的免除し、
貧困家庭の学生に対しては教科書を無料で提供し、寄宿生活費を補助する。
　学費・雑費を免除する資金は中央と地方政府がそれぞれ次のように分担す
る。西部地区８：２、中部地区６：４、東部地区は直轄市（北京、上海、天
津）を除き、各省の分担割合は財政力に応じて確定する［２７］。
　教科書を無料提供する資金は、中西部地区は中央政府が全額負担し、東部
地区は地方政府の負担とする。寄宿生活補助資金は各地方政府が分担し、そ
の標準や補助方式は各地方政府が確定する。
　農村小中学校における公用経費保障水準については、学費・雑費免除時に
各省（区・市）がその省における農村小中学生１人当りの平均公用経費標準
を定め、学費・雑費と同じ割合で中央と地方が共同負担する。標準額は中央
政府が適宜調整する。
　小中学校の校舎修理・改築費用は、中西部地区については、中央政府が生
徒数および１人当り平均校舎面積、建築年数、単位当り建築費などに応じて
各省の毎年の必要資金を算定し、中央と地方が５：５の割合で共同負担する。
東部地区は主に地方政府負担とする。中西部地区小中学校教員の給与は中央
政府が現状とおり支援するが、各省政府は地区内の財政基盤の弱い地区への
－２２０－
交付金を増額させて、国家標準どおり支援できるようにする。
　（２）経費保障のスケジュール
　農村義務教育経費保障の改革は、２００６年春季学期より年度、地区を分けて
段階的に実施する。
　学費・雑費の免除は西部地区は２００６年から、中部地区は２００７年から開始す
る。公用経費は２００８年から交付を始め、２０１０年には基準額全額を交付する。
　都市の最低生活保障受給家庭の子女にも農村同様に“両免一補”政策を実
施し、農民工子女にも都市の小中学生と同様の政策を実施する。
　この「保障通知」の後も、農村小中学校の公用経費に関しては、「保障制
度改革の深化と関連政策に関する通知」（２００７年）、「制度改革資金管理に関す
る意見」（２００９年）などが通達されている。
　この制度を実際にどう運用するかは、各省によって異なっており、例えば
東部地区の浙江省では経済的条件（財政収入など）を基準に各県を５分類し、
省と県の経費分担割合を決めている。同省の場合経済条件の最も悪い県の場
合は、中央が全額負担し、最も良い県では２割負担となっている［２８］。
　この２００６年からの改革によって農村小中学校では年間１人当り平均公用経
費が年々引上げられている。
　２０１０年には中西部地区では小学生４００元、中学生６００元、東部地区では小学
生４５０元、中学生６５０元となり、年間の家計負担は全国平均で小学生２５０元、
中学生３９０元の軽減となったと報じられている［２９］。中部地区における１人当
り平均公用経費は２００８年の場合、小学生３００元、中学生５００元であり、この２
年間で小中学生とも公用経費の基準は１００元引上げられたことになる。
　中央・地方政府による教育事業への財政支出額をみると、教育管理制度改
革が始まった２００１年は２，５８２億元であったが、“両免一補”政策が全農村を対
象とすることとなった２００７年には７，６５４億元となり、公用経費が全国レベル
で基準額どおり交付されるようになった２０１０年には１兆３，４８９億元と急増し
ている。２０１０年の教育事業への財政支出総額は、教育管理制度がスタートし
－２２１－
た２００１年に比較し５．２倍の大幅な増加となったが、中央政府と地方政府の負
担割合をみると８．６：９１．４と圧倒的に地方政府の支出が多い［３０］。中国は教育
事業への投入総額を GDP の４％程度に引き上げることを目標としているが、
地方政府の過度な負担をどう調整していくかは今後の重要な課題の１つであ
る。
　２００１年からの一連の改革によって、教育事業、特に農村小中学への教育経
費の投入量は大幅に増加し、２０１１年における教育経費の農村小中学への配分
割合をみると、小学校６３．９％、中学校５５．４％となっている［３１］。これは農村小
中学校における公用経費基準の引上げ、老朽校舎修改築費の増額や教員給与
の見直しなどによるものであろう。
　教育経費交付額の大幅な増加などをみる限り、経費保障改革は一見順調に
見えるが、予算の交付、使用の段階ではかなりの混乱もあるうえ、交付資金
の流用、小中学生の転出や中心校（県や郷鎮政府所在地の学校）への集中か
ら生じる予算配分の不均衡、依然として解消されない農村教員の給与水準な
どの問題が報じられている［３２］。
　これら以上に最近社会問題化しているのが公用経費をめぐる県や郷鎮政府
による予算の水増し請求である。湖北省陽新県のある中学校の場合、２０１０年
度の実際の在校生は２，１４７人であったが、公用経費は『陽新県農村義務教育
公用経費補助資金２０１０年統計』に記載された人数５，２６６人分の約２６万元が２
回に分けて交付されていたという。１人当り基準額は５００元であるから、約
１６万元が超過交付されたことになる。また同県のある小学校の場合、２００８年
に廃校となったにもかかわらず、２００９年２０２人分６万６００元（基準額１人当り
３００元）、２０１０年１６２人分４万８，６００元（同３００元）、２０１１年２１人分１万５００元（同
５００元）が交付されている［３３］。
　これら超過交付された公用経費の使途は示されていないが、予算申告時に
は県、郷鎮の教育局・司の担当者の審査があるにもかかわらず、このような
事態が発生するのは、大量の農民工子女が学籍を残したまま都市へ流出した
－２２２－
り、中心校などへの転校が多く毎年在校生数が大きく変動することにあると
される。しかし、これらの変動に対応して基準となる在校生数が改められて
いないこと自体に問題があろう［３４］。
３．改正義務教育法の要点
　農村に焦点を当てた義務教育制度の進展に対応して、２００６年６月には義務
教育法が改正されている。以下では改正法（８章６３条）の主要内容を旧法
（１９８６年４月公布、１８条）と比較やその背景を考慮しながら見ることとする。
　（１）９年制の義務教育制度を実施し、学費、雑費は徴収しない（２条）。こ
の点は旧法もほぼ同じであるが、旧法の場合学費のみが免除の対象で（１０条）、
雑費に関する規定はない。
　（２）県級人民政府（県および同レベルの市、区政府）を主管理単位とする
（７条）。旧法では、地方責任制と各級（行政単位）管理とされ（８条）、実
質的な管理単位は郷鎮政府であった。
　（３）入学試験を免除し、戸籍地における“就近入学”を実施する。非戸籍
地で勤務・住居する者の学齢児童・生徒は、父母あるいは法定後見人の勤務
・居住地での教育を受けることができる。受入地区政府は平等な教育条件を
提供しなければならない（１２条）。まだ農民工の流動化が本格化する前だっ
たこともあり、旧法では“就近入学”のみが定められている。
　（４）県政府は需要に応じて寄宿制学校を設け、学齢児童・生徒の教育を保
障しなければならない（１７条）。これは２００１年に公布された「基礎教育の改
革と発展に関する決定」や税費改革の過程で小中学校の統廃合政策が打ち出
されたことを反映したものであり、農村人口の絶対数が多かった旧法の時期
ではその必要性がなかったものである。
　（５）県級以上の政府および教育行政部門は、学校の均衡的発展を促進し、
学校間の教学条件を縮小しなければならない。また学校を重点校と非重点校
に区分したり、重点班（エリートクラス）、非重点班に区分してはいけない
－２２３－
（２２条）。
　重点校制度は、小学校で１９８０年代、中学校は１９９０年代に廃止となったが、
進学率の上昇を背景にこの制度が消えることはなかった。改正法で禁止され
たにもかかわらず、実質的な重点校制度は存続し、近年では法外な“擇校費”
（学校選択・紹介料）の徴収などで、社会的にも大きな問題となっている。
　（６）各級政府は教員の賃金や社会保険待遇を保障し、仕事や生活条件を改
善し、農村教員の給与経費を保障しなければならない。教員の平均賃金は当
該地域の公務員の平均水準を下回ってはいけない（３１条）。
　旧法では教員の合法的な権益の保障は義務付けられている（１４条）が、具
体的な給与水準などは定められていない。改正法では農村教員の給与が強調
されているのは、後述するように、都市と比較し農村教員の賃金水準が低過
ぎるという現実を踏まえた措置であろう。
　（７）国務院と各級地方政府の義務教育用財政支出の増加率は、財政収入の
増加率を上回らなければならず、また小中学生１人当り平均の教育経費並び
に教員賃金と小中学生１人当り平均の公用経費水準の引上げを保障しなけれ
ばならない（４２条）。各級政府が小中学生１人当り平均の公用経費を定める
場合、国家の定めた基準を下回ってはいけない（４３条）。農村義務教育に必要
な経費は、各級政府が国務院の規定に従って、比例分担する（４４条）。
　旧法でも財政収入を上回る教育経費の支出や公用経費の保障は規定されて
いており、その財源として都市・農村で徴収される教育付加税の充当が規定
されている（１２条）。
　以上が改正義務教育法の主要内容であるが、制度上の大きな改革としては
義務教育主管単位の郷鎮政府から県政府への引上げがあり、教育機会の均衡
化といった視点からは流動人口子女の教育機会の保障、重点校制度の禁止、
農村教員給与水準の保障などが規定されている。また教育経費の保障に関し
ては、地方政府のみでなく中央政府（国務院）の役割が明文化されているこ
とが旧義務教育法との大きな相違といえよう。
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第２節　農村義務教育の直面する課題
　２０１２年現在、農村義務教育が抱えている問題は概ね次の５点に集約できよ
う。即ち、①学齢人口の減少と税費改革に対応した急速な小中学校の統廃合
とそこから派生した遠距離通学、小中学校段階での寄宿生活、標準定員超過
クラスの増加などの諸問題、②教員の資質や給与にみられる都市・農村間の
格差の拡大、③都市・農村に共通してみられる教育面での“乱収費”（違法
な経費の徴収）、④“普九”と税費改革の過程で累積された学校債務解消の
問題および⑤流動人口の増加とともに社会問題化した２，５００万に及ぶ都市流
入農民工子女と３，２４０万人といわれる農村“留守児童”の教育問題である［３５］。
　本節ではこれら諸問題のうち①～③について現状を簡単に紹介する。④に
ついてはまとめの部分で若干触れるが、⑤は機会を改めて論述することとし
たい。
１．農村小中学校の統廃合と派生する諸問題
　農村における小中学校の統廃合に関する最初の通達は、２００１年５月に公布
された「基礎教育の改革と発展に関する決定」であった。そこには農村では
その地域の実情に合わせて小中学校の配置を調整し、小学校は“就近入学”
を、中学校は相対的に集中させる旨の政策が提示されていた。この統廃合政
策の背景にあったのは前述のとおり農村学齢人口の減少と税費改革に伴う郷
鎮行政の簡素化であった。
　１９７９年から始まった計画生育政策は、８２年には“基本国策”（国家の基本
的政策）となり、１９８０年代には人口抑制策は一段と強化されている。このた
め、中国の人口増加率は１９８７年をピークに急速に低下し、学齢人口の減少へ
とつながっている。全国レベルでみた小中学校の入学生数や学校数の変化は
表－７に示したとおりであるが、小学校の場合、１９８０年以降は、入学生、在
校生、卒業生および学校のいずれも減少傾向が鮮明である。
　小学校の減少幅を１０年ごとにみると、１９８０～９０年１５万１，０００校、１９９０～２０００
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年２１万３，０００校であったが、２０００～２０１０年には２９万６，０００校と大幅な減少と
なっている。これは学齢人口の減少ばかりでなく、明らかに小中学校の配置
の調整方針を示した２００１年５月の通達をも反映したものであろう。県・郷鎮
以下の農村に関しては、２００１～２０１０年の間に小学校は５２．１％減少したという
推計があるが［３６］、この減少幅に教学点が含まれていれば、減少幅は更に大
きくなった可能性もある。
　西部地区に属する貴州省では２００２年から小学校の統廃合が本格化し、２００４
年までに小学校の５０％以上が廃校となるとともに、“複式班”（村などが設け
ている学習拠点で、交替制で利用するもの）は２００２年中に、教学点も２００３年
にはほとんどが廃止となったと報じられている［３７］。２００１年５月の「決定」に
は、不登校を防止するため交通の不便な地区では必要に応じて教学点を保留
する旨記されているが、農村地区ではこのような通達の主旨は守られてな
かったようである。
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表－７　小中学校の入学・在校・卒業生数と学校数の推移　
（単位：万人、万校）
中学校小学校
校数卒業在校入学校数卒業在校入学
８．７
７．１
６．７
６．２
６．１
５．９
５．４
５．４
 ９６４
１，１０９
１，２２７
１，６０７
２，１０６
１，９５６
１，７４８
１，７３５
４，５３８
３，８６８
４，６５７
６，１６７
６，１７１
５，７２０
５，２７５
５，０６４
１，５５０
１，３６９
１，７５２
２，２６３
１，９７６
１，８６３
１，７１５
１，６３４
９１．７
７６．６
６６．８
５５．３
３６．６
３２．０
２５．７
２４．１
２，０５３
１，８６３
１，９６１
２，４１９
２，０１９
１，８７０
１，７３９
１，６６２
１４，６２７
１２，２４１
１３，１９５
１３，０１３
１９，８６４
１０，３３１
 ９，９４０
 ９，９２６
２，９４２
２，０６４
２，５３１
１，９４６
１，６７１
１，７３６
１，６９１
１，７３６
１９８０
１９９０
１９９５
２０００
２００５
２００７
２０１０
２０１１
（出所）国家統計局『中国統計年鑑２０１２』７５１～７５３頁。
　小中学校の統廃合と並行して実施されたのが、小中学校、特に中学校を対
象とした寄宿制学校の増設であった。２００３年９月の「農村義務教育事業を更
に強化することに関する決定」では、小中学校校舎と寄宿制中学校の建設を
強化し、中学校の募集枠を拡大させる方針が示されていたが、西部地区では、
２００４～２００７年に中央政府から１００億元の補助金を受けて“農村寄宿制学校建
設工程（プロジェクト）”が実施され、９５３県で７，６５１校の寄宿制学校が建設
されている。なかでも甘粛省では、２００８年に“中学校は県城（県庁所在地）
に、小学校は中心的な郷鎮に集中させ、規模の教学を”といった方針を実現
するために寄宿制学校の建設プロジェクトが推進されたという［３８］。
　このような強引とも言える小中学校の統廃合や寄宿制学校の建設は、農村
義務教育に多くの問題を残すこととなった。その１つが遠距離通学とそれに
起因する通学の安全問題であり、新たな要因での不登校生の増加である。
　学校統廃合の結果、農村小中学生の平均通学距離は４．０５も長くなり、中
には２０を超える例も珍しくないという［３９］。江西壮族自治区隆林県の場合、
改革が始まった２００１年には教学点が３００以上あったが、２００８年には８０個所へ
と削減されたため、寄宿設備のある那紹小学校へと生徒が集中し、生徒数は
２００１年の２８５人から２００８年には８００人以上に増加し、その９６．７％が寄宿制であ
るという［４０］。
　遠距離通学への対応は、寄宿制学校の増設かスクールバス通学の増加とな
るが、近年では定員をはるかに上回る生徒を詰め込んだバスの事故が頻発し
ている。２０１１年１１月に甘粛省で起こったバス事故の場合、定員９名に６４名を
乗せていたため２１名が死亡し、幼い子供を含んだ４０名が負傷し大きな社会問
題となった［４１］。頻発するスクールバス事故に対応して２０１２年４月には「校
車安全管理条件」が公布されたが、安全運行のためには省・県財政からの補
助が条件となろう。
　“中学校は相対的に集中させる”といった方針の下に、２００４年から西部地
区を中心に進められてきた寄宿制学校建設プロジェクトであったが、最近は
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多様な問題が指摘されている。その１つは寄宿生活費の負担が重いことであ
る。２００５年１２月の「農村教育経費保障制度改革を深化させることに関する決
定」では、学・雑費の免除とともに、各地方政府の負担で貧困家庭生徒への
寄宿生活補助をすることになっていたが、各地方政府の定める補助標準額は
必ずしも十分ではなく、補助のない中学生の負担は相当に重くなっていた。
２０１１年における寄宿生１人当り平均の負担額は１，１５７元と報じられているが、
これは同年の農村住民の年平均消費支出額の２２％に相当する［４２］。
　寄宿制学校に関しては、生活費以外にもベッド、トイレ、飲料水不足など
の設備問題や食事の質や栄養面での問題、更には言語・民族の異なる級友と
の共同生活からくる心理的負担の問題が報告されている［４３］。これらの要因
が絡み合って小中学生の不登校率を引上げているようである。
　小中学校の統廃合による県庁所在地や鎮政府所在地などへの集中は、遠距
離通学や寄宿生活の負担といった問題ばかりでなく、教学現場における定員
超過クラス（「大班額」）の増加といった新たな問題をもたらしている。
　教育部は２００２年６月に、クラス当り標準定員枠を小学校４０～５０人と定めて
いるが、２００８年に教育部が全国の２７８万３，４９５クラスを対象に行った調査では、
定員超過クラスの割合は小中学校の統廃合過程で学校の集中した県・鎮が圧
倒的に高いことが判明している［４４］。中学校の県・鎮への集中と定員超過ク
ラスの急増は、河南省などでも確認されている現象であるが［４５］、その要因
は単に無計画な学校の統廃合だけでなく、流動人口の増加や都市化率の上昇
といった背景があるだけに地方行政レベルでの調整には限界があろう。
２．義務教育における格差の是正
　２００１年以降、義務教育制度は農村を中心に全国的な改革が進められてきた。
しかし、教育資金配分における都市・農村間あるいは学校間の不均衡は縮小
されないばかりか、教員の資質や教学施設などにおいては拡大傾向すらみら
れる。以下では、格差の現状と、それを改善するために現在各地で実験され
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つつある教員の定期流動制［４６］を紹介するとともに、教員の資質を高める目
的で実施されつつある成果給（「績効工資」）制度についても触れておきたい。
　『中国青年報』が２０１２年７月に１万１８０人を対象に実施したアンケート調
査によれば［４７］、８２．３％の人が都市・農村間や学校間の格差が拡大している
と回答している。格差が形成された理由として多かったのは、政府による教
育資源の重点学校への傾斜的投入と優秀な教員の配置、重点校における巨額
な“擇校費”収入、父兄による重点校選好などであった。２００６年の改正義務
教育法で禁止されたにも拘らず、都市ばかりでなく県庁所在地や鎮でも実質
的に重点校制度の影響が残っているようである。また県以下の行政地域にお
ける学校間格差の要因としては、地方行政府による“政績”志向があげられ
る。農村における義務教育の主管単位が郷鎮から県に移行して以来、教育的
“政績”をあげるため、教育経費が県庁所在地などの進学率の高い学校によ
り多く投入される傾向にあり、県と郷鎮政府間の財政力の差が学校間の格差
に反映されているという。
　農村の教育水準を引上げる手段として、『中国青年報』のアンケート調査
では７５．２％の人が教員の定期流動制度をあげているが、この制度の実施につ
いては、誰が何を基準に対象教員を選ぶのか、農村での生活保障は、といっ
た慎重論がある一方、校舎の新築と都市教員の定期的流入によって、県庁所
在地の中学校に通っていた生徒が郷鎮の中学校に戻ってきたという吉林省の
成功例も報じられている［４８］。
　都市・農村間における教員の定期流動制度は、改正義務教育法の「県政府
教育部門は、行政区間における教員の資質を均等に配置すべきであり、校長
および教員の訓練・育成と流動を組織し、教育資源の不十分な学校の建設を
強化しなければならない」（３２条）といった方針を制度化したもので、２０１０
年１０月の段階では２５省・市で実行案が作成されている。各省・市では、流動
教員の年齢、流動周期（勤務歴６年で１回など）、流動区間（学校間とか都
市・農村間）などが議論の対象となっており、また、流動制度の最大の障壁
－２２９－
である流動教員の生活保障に関しては、２００９年１月から全国的に実施されつ
つある成果給与制度との組み合わせをどうするかなどが検討されているよう
である［４９］。
　２００８年末の国務院通達「義務教育学校の成果給（「績効工資」）実施に関す
る意見」では、成果給制度は２００９年１月から実施されることになっており、
優秀な人材の育成ばかりでなく、この制度を通じて教員の賃金水準を全体的
に引上げることが企図されていた。また、義務教育における教員配置の均衡
化や教員流動化の健全化を図ることも目的の１つであった。
　成果給は、当該地区の物価水準や教員の職責などを基準とした基本部分
７０％と教員の所属する学校が成績に応じて配分する部分３０％に分けられ、前
者は地方政府の人事、財政、教育部門が標準を決定することになっている。
成果給の導入によって増加する教育経費の負担は、公用経費と同様で、経済
水準の高い地区では全額地方政府負担、貧困地区では中央と地方が８：２で
負担、その他地区では中央と地方が５：５で負担となっており、この制度で
も地方（省や県）政府の財政力によって成果給に地域的な格差の生じる可能
性が大きい。
　実際の運用面では、都市・農村間や地域間あるいは学校間格差の拡大につ
ながる可能性や進学率と成果給がリンクされる可能性、更には成果標準の決
定に教員がどこまで参加できるかなどの問題が指摘されているようであるが、
配分方式や標準化の在り方次第では、この制度の重要な目的の１つである教
育資源の均衡化という目的が果たせないことになる。ただ、教員賃金の引上
げといった面では、表－７に示したとおり各地調査でその成果が表れ始めて
いる。
　この調査は、成果給制度が実施された２００９年１～３月と７～９月に東部
１８６人、中部６２１人、西部１６１人の教員を対象に行われたもので、成果給基本部
分（７０％）の変化しか反映されていないが、それでも実施前は２８．９％を占め
ていた月給１，５００～２，０００元のグループの割合が１６．１％まで低下し、３．９％し
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かなかった３，０００～３，５００元の割合が１４．９％まで上昇するなど全体として賃金
水準が引上げられていることが確認できる。この調査結果には都市と農村を
分けた上昇率は示されていないが、１，０００～１，５００元の割合が２６．４％から
７．８％へ、１，５００～２，０００元の割合が２８．９％から１６．１％へと大幅に低下してお
り、全体としてこれらの変化は農村地域教員へ傾斜的配分が行われた可能性
を示すものといえよう。
３．義務教育現場にみる“乱収費”
　違法な経費の徴収である“乱収費”、特に義務教育の現場でのそれを防止す
ることを目的とした通達は、１９９１年５月の「小中学校での乱収費を規制する
通知」以降頻繁に出されており、直接小中学校における“乱収費”を規制す
ることを目的としたものだけでも、２００３年までに９本が通達されている。
　通達の数が多かったのは１９９９年、２００１年、２００３年であった。２００１年は“一
費制”が実施され始めた年であり、２００３年は税費改革が全国レベルで実施さ
れ始めた年である。２００３年までの“乱収費”に関しては、２００３年版の『教育
藍皮書』（教育青書）に詳しい。教育青書が特に「止まることのない乱収費」
と題する一章を設けているほどである。この教育青書には８つの典型例が紹
介されている。都市の場合は中学校の補講や重点校の紹介・推薦に伴う謝礼
（「擇校費」）に関するものが中心であったが、農村の場合は、小中学校への
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表－８　成績給の実施と給与水準の変化　　 （単位：元、％）
４，０００
　以上
３，５００
～４，０００
３，０００
～３，５００
２，５００
～３，０００
２，０００
～２，５００
１，５００
～２，０００
１，０００
～１，５００
５００
～１，０００
１．５１．７３．９１０．０２０．８２８．９２６．４３．９実施前
４．０５．９１４．９１９．８２４．０１６．１７．８２．４実施後
（注）数字は東部、中部、西部３地区の平均値。各給与水準の構成比を加えても１００に
ならないが、ここでは原文のままとした。
（出所）柴純青、王雄「義務教育教師績効工資政策実施効果的調査研究」、楊東平編
『教育藍皮書２０１０』社会科学文献出版社、２１０頁より作成。
入学証明書発給の見返りとして、未納入の農業税・敬（養）老院費などを徴
収する例などが紹介されている。都市の場合、教師個人や学校の利益が優先
されている例が多いが、農村の場合は郷村の財政不足を反映したものが多い。
２００１年からは義務教育の主管単位が県政府に引上げられ、２００６年には教育経
費制度保障改革が本格化したため、農村における“乱収費”の内容には変化
はみられるものの、都市、農村を問わず“乱収費”が横行していることに変
わりはない。その方法はますます多様化し、金額も大幅に増加している。
　農村の義務教育現場では、２００１年から“一費制”がまた２００３年からは貧困
世帯を対象とした“両免一補”制が実施され、２００６年からの教育経費保障制
度改革では、“両免一補”制は２０１０年までには全農村世帯を対象とすること
となった。しかし、農村での教育経費負担の軽減を目的としたこれらの政策
の実施過程でも多くの“乱収費”や経費の流用が報じられている。“一費制”
にも拘らず教科書代や補助教材費を水増し請求されたり、“両免一補”の対
象中学生であるにもかかわらず寄宿生活補助（小学生４００元、中学生６００元／
年）が全く支給されないなど多くの違反事例が報道されている［５０］。
　教育部がまとめた近年における小中学生を対象とした“乱収費”の典型例
としては次のようなものがある［５１］。①公用経費の搾取、２０１０～２０１１年度の
みで約９４万元、②中学生への食事代の過剰請求、③有償補講の実施、山東省
徳州市の中学教員が川向うの河北省故城県の私立学校で４００名の中学生を補
講させ１人当り月９２０元を徴収など、④違法なサービス経費の徴収、陜西省
楡林市靖辺県で、中学生から模擬テスト代、卒業写真代、補講代、教員用記
念品代など合計１４万９，１８５元を徴収など。
　これは教育部が最近社会問題化された教育部門での典型的な“乱収費”を
類型化したものであるが、公用経費の搾取を除いてはすべてが都市の中学校
における事件である。農村でも前述のとおり“一費制”や“両免一補”政策
が守られていない例や“中学校は相対的に集中”政策に伴う中学校の県庁や
鎮政府所在地への集中とそれに伴う“擇校費”問題などが発生し始めている
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ようであるが、都市の場合と徴収される経費の桁が異なる。
　都市では、かつての重点小中学校を舞台に“擇校”行為が展開されており、
全国３５都市における中学校入学時の平均１人当りの“擇校費”は４万４，０００
元といわれる［５２］。これは２０１１年における都市労働者の平均賃金（４万１，７９９
元）に相当する額である。北京市の場合、小学校への入学ですら学校によっ
ては８万元、１５万元の“擇校費”が必要との報道もある［５３］。“擇校費”も
“借読費”（農民工子女が都市の小中学校に入る場合に、学習の場所を借り
る費用として納めていた）と同じく、この名目での受領が禁止されているた
め、ここでも“借読費”と同様に“賛助費”など、寄付行動を装う名目が使
用されている。
　高額な“擇校費”は家計への過重な負担は当然ながら、都市・農村間での
教育資源の配分にも大きな影響を与えることになる。農村の小中学校では乏
しい経費で学校運営がなされ、教員賃金水準の引上げも容易ではないが、都
市の一部の学校では、教育経費の傾斜的な配分の上に“擇校費”がプラスさ
れるわけである。都市の一部の学校ではこのような“擇校費”収入に加えて、
教員には補講収入もある。都市・農村間の教員の実質賃金の差は開く一方と
なり、農村教員の都市への流出を抑えることはより困難となりつつある。
　頻発する“擇校費”を規制するため、教育部は２０１１年１０月に「義務教育段
階における擇校乱収費問題の指導に関する意見」を通達し、３～５年間の努
力で人々の強烈な反発を買っている“擇校乱収費”を抑制することを明記し
ている。続いて２０１２年１月には教育部と国家発展・改革委員会が連名で「義
務教育段階での擇校乱収費を管理する８項目の措置」を通達している。この
ように“擇校”現象は大きな社会問題化されているのであるが、進学熱の高
まる中で２０１５年頃までにこの社会現象を抑えることは容易ではない。教育経
費の配分において、今までとは逆に重点校への配分額を削減し、その分教育
基盤の弱い学校への配分を増加させるような思い切った措置が必要であろう。
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まとめ
　義務教育における改革は、管理主体の郷鎮政府から県政府への引上げに始
まり、２００６年以降は教育経費保障制度の全面的な見直しが実施され、２０１０年
までには全国レベルで公用経費を基準額どおり交付することが可能となった。
　このように義務教育制度は大幅に改革され、農村では“一費制”や“両免
一補”政策によって家計の教育費負担もかなり軽減されるはずであった。し
かし、現地の実情に合わない小中学校の統廃合により、農村では小中学生の
遠距離通学や寄宿生活が増加し、それが再び家計負担を増すこととなってい
る。
　教育経費の一部を中央政府が負担するという新しい試みも、実際には前述
のとおり２０１０年における中央と地方の負担比率は８．６：９１．４と圧倒的に地方
政府の負担が重い。教育経費交付額は財政収入の増加分を上回らなければな
らないという方針が示されているが、地方政府が９割の教育経費を負担して
いる現状では、各地方政府の財政支出能力が各地方の教育経費支出額に大き
く影響することになり、地方間の教育格差を拡大する可能性すらある。
　それは地方政府の財政事情からも懸念されることである。２０１１年３～５月
の監査によれば、２０１０年末における地方政府の累積債務は１０兆７，１７４億元の
巨額に達しているうえ［５４］、地方政府の教育財源である地方教育付加（税）（増
値税、消費税、営業税の２％）には増加の見込みがあるものの、２０１１年から
収入の１０％を教育費に配分することが決定されている土地販売代金（「土地
出譲収益」）に増加の見込みが薄いからである［５５］。
　地方政府には、“普九”などの教育政策の実行と税改革による郷鎮財政支
出の減少などから、２００９年末で４９３億元の債務が残されたわけである［５６］。こ
れらの債務を解消するためにも、中央政府の教育負担を増す必要があろう。
それは「国家中長期教育改革と発展規画要綱２０１０～２０２０年」の重要な指針の
１つである教育における都市・農村の一体化を促進するために学校の建設、
教員の配置などにおいて農村に傾斜した配分をする、といった目標を達成す
－２３４－
るうえでも必要なことである。
［追記］
　［１］教育部の「農村義務教育における学校の位置調整に関する意見」（２０１２
年１１月）では、小中学校の統廃合を暫時停止する旨の方針が示された。同時
に、①農村小学校の１～３年生は原則として寄宿生活をさせず、高学年は通
学を原則として必要に応じて寄宿制も認める。②各郷鎮には中学校を、また
人口の集中している村には小学校ないし教学点を設ける、などの指示が出さ
れている。この「意見」の背景として、農村小中学校の不登校の主要因が、
１９８０年代の貧困から９０年代には授業に追い付いていけないに変わり、２０００年
代には遠距離通学となったこと、などがあげられている（『人民日報』２０１２
年１１月２３日）。
　［２］教育経費の財源の１つである各地方の土地販売収入に関して、２０１２年
１～１０月における土地販売収入が前年同期比１４．５％の大幅な減少になったと
報じられている（『人民日報』２０１２年１１月１５日）。
［注］
［１］１号文件のテーマそのものは、例えば２００３年は「農民収入の増加」、
２００７年は「新農村建設」、２００９年は「農業の安定的発展と農民収入の
持続的増加」、２０１０年は「都市・農村の統一的発展」と異なるものの
農民所得の増加と都市・農村の統一的発展といった内容は共通して盛
り込まれている。
［２］例えば、趙保佑編『統籌城郷経済協調発展與科学評価』社会科学文献
出版社、２００９年、劉明慧『城郷二元構造的財政視角研究』中国財政経
済出版社、２００８年など。
［３］この制度は、安価な食糧供給による生産コストの抑制を意図としたも
のとされるが、１９５３年における深刻な食糧不足の副作用との見方もあ
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る。李文編『国史研究中的重要難点問題研究述評』当代中国出版、
２００２年、２２５頁。
［４］『中国労動保障報』２００８年７月２３日によれば、現在厳格に人口流動を
抑制するような戸籍管理制を実施しているのは３カ国のみであるとい
う。
［５］宋洪遠編『中国農村改革３０年』中国農業出版社、２００８年４４３頁。
［６］劉子蘭「中国農村養老社会保障制度反思與重権」『管理世界』２０００年
第５期、５５～６５頁。
［７］所得および養老年金、医療、最低生活保障制度における農村と都市の
格差については拙稿「中国の二重構造社会に関する一考察」（亜細亜
大学アジア研究所紀要第３５号）、２００９年、１３７～１４４頁および「都市・
農村一体化への試み」『東亜』２０１０年３月号、１２～２０頁で紹介している。
［８］楊東平編『中国教育藍皮書２００３』（教育青書）、高等教育出版社、１０３頁。
［９］韓俊編『調査中国農村』中国発展出版社、２００９年、３３４頁など。
［１０］劉祖華「従消極差別化到積極差別化」『調研世界』２００８年第４期、２０頁。
［１１］『経済日報』２００１年１２月６日。
［１２］朱向東編『農村経済調査研究文集』中国統計出版社、２０００年１２月、５９０
～５９２頁。
［１３］何成軍「県、郷財政困難：現況、成因、出路」『中国農村経済』２００３
年第２期、１７頁。
［１４］１９８４年１２月公布の「農村学校教育経費に関する通知」では、郷人民政
府が小売収入などを対象に教育事業付加（一種の税金）を徴収するこ
とが認められている。８６年の「教育付加徴収に関する暫行規定」（９０
年改正）では、付加の割合は産品税、増値税、営業税の２％と改めら
れている。
［１５］『農民日報』２００１年５月２２日。
［１６］馬暁河「加入 WTO 対我国農業的影響分析」『中国財政』２００１年第１２
－２３６－
期、１４～１７頁。
［１７］『農民日報』２００４年２月１１日。
［１８］『人民日報』２００５年２月７日。
［１９］謝旭人「功在当代利在千秋」『農村税費改革十年暦程』経済科学出版社、
４頁。
［２０］注［８］に同じ、１０４～１０５頁。
［２１］段応碧、宗洪遠編『中国郷村債務問題研究』中国財政経済出版社、
２００６年、４４～４５頁。
［２２］「農村教育欠債誰来置」『瞭望新聞周刊』２００３年１１月３日、４８～４９頁。
［２３］王天義「農村税費改革後村級組織面臨的困難及対策」『中国財政』２００３
年第１期、４８～４９頁。
［２４］注［１４］で説明したとおり、税金の一種（原文は「教育附加」）であ
るが、以下のとおり都市と農村での税率が異なる。付加（税）率は都
市は３％、農村（「農村教育付加」）は省によって異なり、例えば浙江
省は２％、江蘇省と内モンゴルは１％など。劉佐『中国税制概覧』経
済科学出版社、２００７年、３３４頁および王蓉編『中国教育財政政策資詢
報告２００５～２０１０』教育科学出版社、２０１１年、４８１頁参照。
［２５］分校あるいはそれに準ずる小規模な学習拠点。教師１人に生徒１人あ
るいは数名といった規模のものが多い。
［２６］『農民日報』２００６年１１月３日。
［２７］中部地区は山西、安徽、江西、河南、湖北および湖南の６省。東部地
区は北京、上海、天津の３直轄市と河北、江蘇、浙江、福建、山東、
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